
背景・課題

◆ 福島発の技術による事業創出及び関連産業の
育成・集積という具体的な成果に結びつけていくため
に、より普及性の高い、市場ニーズに沿った技術開
発を支援することが必要である。

◆ 本事業では、福島を｢再生可能エネルギー先駆
けの地｣とすべく、県内の再生可能エネルギー関連技
術の実用化・事業化に向けた実証研究を支援する。

事業目的・概要 さらに、県内企業等が再エネ・水素関連産業への参入に向け
て取り組む技術開発に先立って行われる、市場性・採算性・技
術的実現性などの事業可能性 調査に対してその経費の一
部を補助する。

○ 補助先︓
①県内に事業所を置く法人格を有する事業者等
②①を幹事法人として共同申請する県外企業等

○ 補助率︓
◆実証研究支援 2/3
（新規 上限2年間で3億円、継続 上限3年間で3億円）
(大学連携枠における県内大学負担分は10/10)
◆事業可能性調査 2/3(上限1年間で5百万円)

○ 対象経費︓
◆実証研究支援 人件費、施設工事費、備品費、

借料及び損料、消耗品費、外注費、
委託費、諸経費

◆事業可能性調査 委託費、外注費、借料及び損料、
諸経費

事業内容（続き）

再生可能エネルギー事業化実証研究支援事業
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成果目標 公募

◆ 本事業を通じて、市場性の高い再エネ関連技術の開発を支援し、
福島発の技術による事業創出及び関連産業の育成・集積を実現する。

◆ 再エネ関連技術の開発を推進することにより、同技術分野への県内
企業の新規参入や事業拡大を促進し、福島県の復興につなげていく。

商工労働部
次世代産業課

事業内容
県内の民間企業等が東日本大震災後に新たに研究開発を
進めてきた再生可能エネルギー関連技術のうち、市場性の高
い技術の事業化・実用化のための実証研究事業に対し、そ
の経費の一部を補助する。
また、県内大学と県内企業との共同研究に対しては、大学の
持つ人的資源や 研究開発能力を有効に活用できる点が期
待されることから、大学連携枠を設定し、実用化・事業化を
促進する。

【四次公募】
令和7年7月11日（金)
〜9月5日（金）





福島水素サプライチェーン構築事業

価格差支援制度
【資源・エネルギー庁】

水素輸送機器等導入補助
【福島県】

水素利活用機器導入補助
【福島県】

・既存燃料との価格差を１５年間、
国が支援。
【対象】水素製造・供給事業者等

①水素運搬機器の導入支援
【事業概要】
・水素の運搬トレーラー等の購入費用補助
【対象】
県内企業等
【補助率・上限額】

②水素配送事業
【事業概要】
・再エネ由来の水素製造を行う県内施設
から水素配送を受ける際の事業費補助
【対象】
県内企業等
【補助率・上限額】

③水素使用設備導入支援
【事業概要】
水素ボイラー、水素バーナー、温水発生機
等の導入に対して補助

【対象】
県内企業等

【補助率】
1/2以内（上限額 1億5千万/台）

水素供給量が増加

○ 福島県内においては、福島水素エネルギー研究フィールド（ＦＨ２Ｒ）をはじめとした再エネ由来等水素製造施設の
整備が進んでおり、今後も国の支援制度等を活用した再エネ等由来水素を「つくる」取組みの拡大が見込まれている。

○ 一方で、製造された水素を滞りなく供給し、需要拡大に繋げるために、水素を「はこぶ」「つかう」取組みに対する支援が
重要である。

○ よって、水素需要の拡大を図り、県内におけるより強靱な水素サプライチェーンを構築するため、水素を「はこぶ」「つかう」
ことに対し補助するもの。

○ 水素サプライチェーンの構築にあたっては、
一定規模の需要と供給を同時に創出す
る必要がある。

〇 現状、水素を「はこぶ」、「つかう」ための
設備機器等の費用が既存の燃料の設
備と比べて高い。

〇 本補助金の交付により水素輸送機器、
水素利活用機器の導入拡大を図る。

商工労働部
次世代産業課

水素を「つくる」 水素を「はこぶ」

大量の水素を需要地に

水素を「つかう」

水素需要を拡大

上
流

下
流

補助上限額
大企業 1/2以内 7万円/回

中小企業等 2/3以内 10万円/回

区分・補助率

水素カードル 200万円/台
水素トレーラ 2,100万円/台
水素カードル 300万円/台
水素トレーラ 2,800万円/台

大企業

中小企業等

1/2以内

2/3以内

区分・補助率 補助上限額
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